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研究成果の概要（和文）：本研究は、中央省庁の省あるいは政策担当部局をまたぐ多政策間調整の実態を、国内
外の高齢者政策分野の事例研究を元に明らかにした。特に、地域（自治体および地域コミュニティ）において取
り組まれた新奇的かつ既存の制度の間を補うような政策実験による学習効果、省庁による提案公募型の補助金、
中央地方間の出向人事等、人的・財政的な相互作用により政策間調整が行われることを明らかにした。また本研
究は、ネットワークガバナンス研究およびトランジション研究の2つのアプローチを参照しながら、こうした多
層的な政策間調整の相互作用プロセスについて分析を行った。

研究成果の概要（英文）：This research clarified the actual situation of inter-policy coordination 
across the central ministries and departments based on case studies of elderly policy both in Japan 
and abroad. In particular, it was revealed that policy coordination would be made through human and 
financial interactions such as proposal-style subsidies by ministries, temporary personnel 
assignments between central-local governments, and learnings through policy experiments that bridged
 the gap between existing institutions in local government and local community. Also, in this 
research, the interaction process of multi-level policy coordination was analyzed with reference to 
the two approaches of network governance and transition research.

研究分野： 行政学
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１．研究開始当初の背景 
福祉国家の成立過程や発展経路は先進国

中でも多様だが、戦時中の国民統合と戦後の
再建を起源とする福祉国家の実態は、保健、
教育、公的扶助等の政策分野毎の体系として
展開されてきた。1970 年代を頂点としたこ
うした縦割りの政策体系とその行政活動の
拡大は、政策間の調整問題を増加させ、各国
で政策的対応として、貧困政策、都市政策、
環境政策、高齢者政策等の分野横断的・複合
的な政策分野が後発的に形成された。従来
別々の政策分野において対応されてきた課
題が、漸進的な社会構造や人口動態上の変化
の中で、なぜある時にまとまりを持った政策
分野として認知されるに至ったのか、またそ
の際に中央省庁レベルでいかなる政治的行
政的な対応がとられ、いかなる政策的帰結
（成果物）がもたらされたのかは、本研究の
背景にある大きな問題関心である。 
戦後の人口動態上の変化のうち、日本をは

じめとして多くの国において近年最も顕著
なのは少子高齢化である。後発的な政策領域
といえる高齢者政策において、中央省庁レベ
ルの調整（省庁間に限らず省内の政策領域別
部局間も含む）はどのように行われ、その帰
結はどのような個別施策となって現れるの
だろうか。また、既存の縦割り政策の制度的
遺産・慣習と、官僚組織外の実施現場からの
突き上げという、二方向からの微妙なバラン
スの中で、政府当局はどのように新しい政策
の開発という創造的な作業を行っているの
だろうか。福祉国家が 1980 年代以降に変
容・縮減したとされる中での政策形成の実態
を明らかにするため、これらの問いを明らか
にすることが求められる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、高齢者関連施策を中心に、介護、

医療、住宅、まちづくり等の縦割りの政策の
発達によって生じる政策領域の重複や空白
を解消するために中央省庁で行われる、多政
策間調整の実態を解明するものである。また、
政府当局による政策形成・調整のプロセスが
いかなる政策的帰結をもたらすかについて、
国際比較の観点からも分析する。具体的には、
日本の高齢者施策を広く対象として、介護保
険制度の関連施策、そして健康政策やまちづ
くり政策への接近にともなう調整過程を分
析対象とするが、特に各地域で展開されてき
た政策領域横断的かつニッチ的な取り組み
が、中央政府当局（政策形成者）によって参
照されてきた経緯に注目する。 
 
３．研究の方法 
（１）文献調査 
政策形成過程、中央省庁の執政機能、政策

間調整に関する理論的な分析を行うため、ま
た政策形成や調整の実態に関する調査のた
め、理論書・政府文書等を用いた文献調査を
行った。 

 
（２）現地調査 
中央政府において立案・形成された政策が

いかなる形で地域において実施されている
のか、また既存の政策の間を補うような新し
い政策的試みが地域においてどのように形
成され、それを中央政府が吸い上げているの
か、といった一連の循環的作用を明らかにす
るために、以下の地方自治体における現地調
査を行った。 
① 富山県富山市 

介護保険制度における小規模多機能型居
宅介護の起源となった宅老所および県全
域における「富山型」デイサービス導入
過程（構造改革特区や補助金）の調査。
および、交通政策と高齢者政策とまちづ
くり政策が連関したコンパクトシティ政
策の調査。 

② 滋賀県東近江市 
県レベルの環境運動で培われた官民のネ
ットワークを通じ、市町村提案型の厚労
省補助金を通じて設立された高齢者介
護・障害者福祉・食とエネルギーのコミ
ュニティビジネスの複合体「福祉モール」
の調査。 

③ 埼玉県秩父市 
東京都豊島区と地方移住のための連携
（日本版 CCRC）を進めている経緯や住民
との協働を調査。 

 
（３）海外調査 
イギリス・ロンドンを拠点とした文献調

査・ヒアリング調査により、欧州における中
央省庁レベル、および都市レベルでの高齢者
施策を含む多政策間調整の試みを調査した。 
 

（４）国内外研究者・行政・実務家とのネッ
トワーク構築 
多政策間調整の研究にあたっては、幅広い

分野の研究者や実務家の協力を得て、研究代
表者個人では把握しきれない政策実施現場
の動向・情報を得ると共に分析の質を高める
必要がある。こうした人的ネットワークの構
築および新たなヒアリング対象者の確保の
ため、行政学、政治学、福祉研究、NPO 研究、
リスク研究等の分野の研究者ネットワーク
を構築した。また、主に現地調査を行った自
治体の行政関係者、NPO 等実務家とも連携し、
学会報告等を共同で行った。 
加えて、海外調査等によりネットワークを

築いた欧州の研究者とも共同研究を進め、英
語共著本を発表した。 
 
４．研究成果 
（１）主な成果 
第一に、これまで明示的に理論研究が蓄積

されてこなかった、介護、医療、住宅等の縦
割り政策によって生じる政策領域の重複や
共管競合問題を解消するために中央省庁で
行われる、多政策間調整の理論的整理・関連



先行研究の調査を行った。具体的には、公共
政策学の分野で発達したネットワーク・ガバ
ナンス研究、および、システム論・イノベー
ション研究の分野で発達したトランジショ
ン研究の両理論枠組みを参照しながら、中央
政府と地方の相互作用のなかで形成される、
政策アリーナ、人的ネットワーク、財源の流
れ等を整理し、多政策間調整がいかに行われ
るかについての理論化を進めた。 
第二に、上記の理論枠組みをもとに、実際

の日本の高齢者政策が中央政府（厚生労働
省・内閣府等）と地方自治体・地域コミュニ
ティ（東近江市、富山市等）の間でどのよう
な相互作用を通じて形成されているのかを
実証的に分析した。 
東近江市の事例では、高齢者介護・障害者

福祉・エネルギー政策を包括した事業「福祉
モール」の政策プロセスを分析し、中央政府
補助金や出向を契機とした地方レベルの政
策分野横断的施策を通じた中央‐地方関係
の実態把握を行った。理論面においては、社
会構造の移行を複数政策横断的かつマルチ
レベル（ローカル、ナショナル、グローバル）
で捉えるトランジション・マネジメント（移
行管理）の観点から、日本特有の制度、なか
でも中央省庁補助金や出向を契機とした地
方レベルの政策分野横断的施策の位置づけ
を行った。 
富山市の事例では、コンパクトシティ・モ

デルを全国に先駆けて展開し、近年はハード
の交通政策とソフトの高齢者政策・住宅政策
との連携を進めている経緯を調査した。交通
インフラの刷新に着目した既存研究を発
展・展開させる形で、都市のハード面（イン
フラ）とソフト面（高齢者介護や居住政策）
との接続についての分析を進め、特に住民の
（中心市街地への）移住という政策目的を、
旧来の規制的手段のみならず、どのように住
民のインセンティブを促進しながら達成す
るかという新たな誘導的行政手法のあり方
について分析を行った。 
またこれらの研究成果を、国内外の学会報

告、および日本語論文・英語論文（国際共著
を含む）として刊行した。その際には、国際
比較の観点からの分析も行った。 
第三に、多政策間調整の国際比較のための

海外事例研究として、イギリスの中央省庁レ
ベルにおける多政策間調整の歴史的展開を、
対人社会サービス政策における中央政府当
局（所管の大臣、上級官僚、諮問委員会等）
の機能を中心に整理した論文の公刊、学会報
告を行った。 
 

（２）国内外における位置づけとインパクト 
本研究は、政策過程における中央省庁の機

能の一つとして、各省レベルの多政策間調整
の実態を明らかにすると共に、その成果物と
しての政策の内容にも目を向け、海外の高齢
者施策の分析を踏まえた政策変化のモデル
を提示した。従来、政策形成過程における中

央政府と地方との関係は、政策立案・形成者
と実施現場という関係性によって理論化さ
れてきたが、本研究では、むしろ地域におい
てイノベーティブかつ既存の制度の間を補
うような政策実験が行われており、これが一
定の成功を収めると、中央政府の政策担当者
がこれを学習し、さらに促進させるために人
的・財政的な支援を行い、部分的には全国的
な制度化に至ることもあるという事実と経
緯を明らかにした。このプロセスは、トップ
ダウン型・ボトムアップ型という一方向の影
響力のみでは説明できるものではないため、
本研究はこうした多政策間調整の理論化の
試みとして、行政学・政策学の学問領域のア
プローチであるネットワーク・ガバナンス論、
および、システム論・イノベーション研究の
学問領域のアプローチであるトランジショ
ン研究、という大きく 2つの異なるアプロー
チを参照しながら、分析を行った。これによ
り、ネットワーク・ガバナンス論に対しては、
具体的な政策過程の実証研究という面で貢
献し、一方でトランジション研究に対しては、
当アプローチがこの学問領域において未だ
発展途上の福祉政策分野への適用可能性を
示せたという点で貢献している。加えて、海
外の制度・政策との質的な比較の観点を踏ま
え、共著を含む英語論文・書籍を刊行するこ
とで、国際的な研究者コミュニティにおいて
日本研究の有用性を示すことができた。 
 

（３）今後の展望 
 今後は本研究をさらに展開し、高齢者政策
にとどまらず、まちづくり、交通、危機管理
といった政策領域における多政策間調整の
研究に発展させる。本研究で得た理論的なア
プローチはまだ多くの日本国内における実
証研究と、海外諸国の類似事例との比較分析
が求められるため、引き続き本研究で得られ
た人的ネットワーク等を活用し、国際共同研
究を含めた研究活動を継続させる。 
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